
2020年代に向けた教育の情報化に関する懇談会 

                            平成２８年２月４日 

文部科学大臣政務官決定 

 

１．趣旨 

 授業での ICT活用が着実に進展し、次期学習指導要領改訂において情報教育の充実やア

クティブ・ラーニングへの ICT活用が議論される一方、ICT機器等の整備や教員の ICT指導

力の点で課題も明らかになっている。 

また、IoT社会の到来に伴い、外部・地域人材や民間など多様な分野の知見も活用しなが

ら、データを活用した学級・学校経営支援、政策立案支援の可能性も具体化しつつある。

このため、教育の情報化に向けた当面の施策の検討を行うとともに、第三期教育振興基本

計画も視野に入れた「2020年代に向けた教育の情報化に関する懇談会」（「以下「懇談会」

という。」を開催する。 

 

２．懇談事項 

（１）「一人一台タブレット環境」と「堅牢な校務支援システム環境」によるデータの効

果的活用を通じて、個に応じた学習指導と学級・学校経営を支援する「スマートス

クール」（仮称）構想に向けた方策 

（２）地域間格差が顕著になっている授業・校務両面での ICT 環境整備の全国的な加速

化に向けた方策 

（３）地域×学校×ICT による地域・学校連携推進、貧困等による格差解消や地方創生

への貢献に向けた方策 

（４）その他 

 

３．実施方法 

（１）懇談会の主催は、教育担当の文部科学大臣政務官（以下「政務官」という。）とす

る。 

（２）懇談会の委員は別紙のとおりとする。 

 （３）政務官が必要と認めるときは、別紙の委員に加えて、他の有識者等の参画を求め

ることができる。 

（４）懇談会は、必要に応じ、ワーキンググループを置くことができる。 

（５）前各項に定めるもののほか、懇談会の運営に関する事項その他必要な事項は、政務

官が定める。 

 

４．実施期間 

  懇談会は、｢２．懇談事項｣に係る意見交換が終了したときに廃止する。 

 

５．その他 

懇談会の庶務は、関係局課の協力を得て生涯学習政策局情報教育課において処理する。 
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